
















第 1 号条約と労働時間問題」というテーマで，100 年前の歴史を知ることで今日についても何か考
えられることはないかということを見ていきたいと思います。
はじめに―ILO第 1号条約と本報告の課題
　ILO 第 1 号条約は，1919 年の第 1 回 ILO 総会において，最初に決議された条約です。内容は，




　本報告は，その第 1 号条約に焦点を当てながら，以下のような 4 つの点について考えていきたい
と思います。最初に，ILO がどのように創設されたのかという過程と，そのなかで 8 時間労働問題


















3 つの背景が存在するということができます。長期的背景というのは，ざっと 100 年くらいの歴史
です。中期的背景とは 50 年くらい。短期的背景とは 5 年程度です。






エンはまた，1 日を 3 等分して考えるべきだということも主張しました。「仕事，休息，やりたい






に出てくることになります。その結果，1900 年に国際労働立法協会（International Association 
for Labour Legislation）が設立されました。この協会は，女性の夜業や黄燐の使用などに関する国
際条約を作成しますが，第一次世界大戦で活動を中断します。こうした時期に，労働運動の側も，








　こうしたことすべてが，パリ講和会議（1919 年 1 ～ 6 月）のなかで，国際労働法制委員会
（Commission on International Labour Legislation）を設置することにつながっていきます。この
委員会において，イギリスを中心とするヨーロッパ諸国が主導して，ILO の創設を決定しました。












　ちょうど 100 年前のこの時期となりますが，1919 年の 10 月 29 日から 11 月 29 日まで，ワシン
トンで第 1 回 ILO 総会が開催されました。第 1 号条約の日本に対する特殊規定を議論する委員会















写真１　第 1回 ILO総会，於：ワシントン（©ILO） 写真２　国際労働法制委員会（©ILO）






































































　ILO の HP に残っているノーレンスとジュオーの写真を載せておきます。写真 3（次頁）のノーレン
スは，アムステルダム大学の労働法の教授だった人物で，1919 年当時はオランダ上院議員でした
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業企業における労働時間を 1 日 8 時間かつ
1 週 48 時間に制限する条約」として誕生し
ました。表現は労働者寄りの「1 日 8 時間」
が使われていますが，実質内容は使用者寄
りの「週 48 時間」という形となりました。ノーレンスをはじめとする政府代表が，1 日 1 時間の超過時間
を認めるという妥協点を提案した結果，三者が合意しました。第 1 号条約に関して言えば，三者構成の
制度は，政府代表がバランサーとして行動したことで，その効力を発揮したということができるでしょう。
　（3）　第 1 号条約誕生の背景にあった 3 つの考え方










　最後に，第 1 号条約に関する 2 つの評価を紹介しておきます。「かつて，これほどまでに重要か
つ解決の難しい社会問題の全世界的な解決を目指して，提案がなされた例はありません」（スウェー





　・15 歳未満の労働者及び坑内作業に従事する鉱夫は週 48 時間
　・15 歳以上の労働者及び坑外作業に従事する鉱夫に対して
　①製糸業は週実労働時間 60 時間










られました。当時の工場法の規定は 1 日 12 時間以内で，しかも規定が適応されるのは女性と 15 歳
未満の児童に限られました。そのうえ，1919 年はまだ猶予期間中に当たり，このときは 14 時間以























ません。これをもって満足してはいけません」とか，工場法の改正は「第 1 回 ILO 総会以来，日








































8 時間労働法制定日・内容 第 1 号条約批准日
キューバ 1909.2. 26 8 時間労働法（公共サービス部門のみ）
パナマ 1914.10. 29 8 時間労働法（工業と商業，週 48 時間規定はなし）
ウルグアイ 1915.11. 17 8 時間労働法
フィンランド 1917.11. 27 1917.11. 27 法（工業・商業 1 日 8 時間あるいは 2 週 96 時間以内制限）
エストニア 1918.11. 16 臨時政府布告（工業と商業で 8 時間労働）
ドイツ 1918.11. 23 工業への 8 時間労働指令
ペルー 1919.1. 15 8 時間労働法令（ほとんどすべての工業，週 48 時間規定はなし）
デンマーク 1919.2. 12 1919.2. 12 法（連続工程で働く成人男性に 8 時間労働を規定）
スペイン 1919.4. 3 1919.4. 3 指令（8 時間労働を全工業で確立） 1931.10. 1
フランス 1919.4. 23 1919.4. 23 法（工業・商業に 1 日 8 時間且週 48 時間）
ポルトガル 1919.5. 7 1 日 8 時間且週 48 時間法令（工業と商業） 1928.7. 3
スイス 1919.6. 12 1914.6. 18 法改正（週 48 時間のみ規定する連邦法）
ブルガリア 1919.6. 24 1 日 8 時間且週 48 時間政令 1922.2. 14
ノルウェー 1919.7. 11 1915.9. 18 法を完全施行（1 日 8.5 時間且週 48 時間労働を規定）
オランダ 1919.11. 1 1919.11. 1 法（1 日 8 時間且週 45 時間法）
リトアニア 1919.11. 30 1 日 8 時間且週 48 時間法 1931.6. 19
オーストリア 1919.12. 17 1919.12. 17 法（工業の労働時間制限。1 日 8 時間を週 48 時間によって置き換えること可）
ポーランド 1919.12. 18 1919.12. 18 法（週 46 時間労働を規定）
チェコスロヴァ
キア 1919.12. 19 8 時間労働法 1921.8. 24
ルーマニア 1919 1919 指令 XII 1921.6. 13
ギリシヤ 1920.7. 1 1920.7. 1 法 1920.11. 19
ルクセンブルク 1920.7. 27 1 日 8 時間週 48 時間法案を国会に提出（第 1 号条約に完全に適合するもの） 1928.4. 16
ベルギー 1921.6. 14 1921.6. 14 法（ほぼ第 1 号条約と合致するもの） 1926.9. 6
ラトビア 1922.3. 24 8 時間労働法
チリ 1924.9. 8 1924.9. 8 法（通常労働時間を 1 日 8 時間週 48 時間とする） 1925.9. 15
出所：ILO（1933）他。
表 2　欧州各国の 1928年 10月第 1週の労働時間（工業）％
48 時間未満 48 時間 48 ～ 54 時間 54 時間以上
エストニア 44.3 44.4 4.3 7.0 
オーストリア 7.7 84.1 7.4 0.8
オランダ 16.2 69.7 12.5 1.6
スイス 4.0 51.9 41.3 2.8
スウェーデン 11.0 78.4 7.0 3.6
スペイン 22.3 48.0 9.6 20.1
チェコスロヴァキア 8.2 77.4 8.1 6.3
デンマーク 3.6 92.7 2.8 0.9
ドイツ 15.5 56.9 24.2 3.4
ハンガリー 26.1 43.9 11.7 18.3
ベルギー 2.3 94.9 2.5 0.3
ポーランド 56.4 13.0 12.6 18.0 
ラトヴィア 63.0 10.4 9.9 16.7
　　　　  出所：Van Voss, Lex Heerma（1988），p.538.
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表 2 を見ていただくと分かると思います。表 2 に載っている国のなかで，批准しているのはチェコ
スロヴァキアとベルギーだけですが，その他の国も週 48 時間労働が基準となっていることを見て
いただけるかと思います。
　第 1 号条約が日本に与えた影響については，確かに，今日に至るまで，日本は第 1 号条約を批准
していません。我が国では，この点に関する批判が非常に強いのですけれども，ただし，第 1 号条
約に関する議論や決議といったものが，労働問題に関わる官僚たちの労働条件改善姿勢を強めるこ
とにつながり，労働問題担当のために 1922 年 11 月に新設された内務省社会局によって，実際，






　日本においては，8 時間労働規制は，第二次世界大戦後に導入されます。労働基準法第 32 条に，
「週の労働時間は 48 時間（現在は 40 時間），1 日は 8 時間を超えてはならない」と規定されました。
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